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1 はじめに

本研究では，議論特徴量から発言意欲を推定するこ

とで，議論の終了時間を調整するシステムを提案する．

学習者が最適と感じる議論時間に調整することで，議

論の満足度を高めることを目的とする．

教育現場では知識を使えることに重きが置かれてお

り，学習者が主体となる授業が注目されている [1]．この
授業形態の一つとして，ディスカッションがある．ディ

スカッションにおける最適な議論時間は，議題やメン

バー構成の影響を受けると考えられる．このため，グ

ループごとに議論時間を調整することによって，ディス

カッションによる学習効果を高めることが期待できる．

そこで，議論特徴量の推移に基づいて議論時間を短

縮または延長するシステムを提案する．システムの開

発に先立って，ディスカッションの時間経過に伴う学

習者の発言意欲を調査した．議論特徴量とは，議論時

間に対する発言時間の割合である発言率，議論時間に

対して誰も発言していない時間の割合である無音率な

どを指す．学習者の発言意欲を推定するために，議論

特徴量を手掛かりとすることを考えた．

2 関連研究

ディスカッションを円滑に行う手法として，遠隔会

議における発話衝突の低減手法がある [2]．遠隔会議シ
ステムにおいて発言意欲を示す動作を検出し，次の話

者を選定している．また，拡張現実技術を用いた手法

[3]では，ヘッドマウントディスプレイを用いている．
話者の顔をアバターに変換し，話者情報や話題を表示

することで円滑化を図っている．しかし，いずれの研

究も議論時間に対する影響を考慮したものではない．

ディスカッションにおける時間配分のメカニズムデ

ザインとして，発話権取引の手法がある [4]．事前に発
話権を配分し，参加者には行使によってあらかじめ決

められた時間の発言が保証される．発言時間を公平に

確保できるだけでなく，発話権を捨てることで議論時
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間を短縮することが可能である．しかしながら，この

手法では事前に配分された発話権に相当する時間しか

発言ができない．このため，自由なディスカッション

を阻害する可能性がある．

3 システム設計

本研究は，非言語情報である議論特徴量のみから学

習者の発言意欲を推定し，議論時間を調整するシステ

ムの開発を目的とする．単位時間毎に，議論全体を対

象とした「無音率」と，個々の学習者を対象とした「発

言率」を算出する．「無音率と学習者全体の発言率の累

積値」が基準値未満かつ，「無音率」が基準値を超えた

議論が一定時間続いた場合に，議論を終了する．それ

ぞれの基準値は発言意欲の調査実験の結果に基づいて

決定する．

議論特徴量は，対話分析システム [5]を用いて収集す
る．学習者はヘッドセットを装着して議論を行い，マイ

クロホンから入力された音声の音量値が対話分析シス

テムを介して，データ収集用サーバに送信される．サー

バ上で受信情報から特徴量を算出し，議論の終了時間

を調整する．議論終了時には，学習者への合図として

チャイムを鳴らす．図 1に議論の終了時間を調整する
システムの構成を示す．

図 1: 議論の終了時間を調整するシステムの構成
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4 発言意欲の調査実験

ディスカッションの時間経過に伴って学習者の発言意

欲がどのように変化するか調査する実験を行った．実

験結果の分析から，議論を終了する際の閾値に用いる，

「無音率と学習者全体の発言率の累積値」と「無音率」

の 2つの基準値を導出した．

4.1 実験方法

理工系大学の大学生 15名を対象として，10分の議論
を 1回実施した．実験は 1グループ 3名の全 5グルー
プとし，議論のテーマは「自分が所属する大学におい

て改善してほしい点」とした．議論に入る前に 3分間，
学習者個人によるアイデア出しの時間をとった．その

後，議論前のアンケートを実施した．議論中の 3分，6
分，9分経過した時点で，発言意欲の有無を他者から
見えないように投票させた．議論後には，議論の評価

アンケートを実施した．議論中は，被験者が装着した

対話分析システム [5]から，議論特徴量を収集した．

4.2 実験結果

ディスカッション中の投票結果から，発言意欲の減

衰傾向が確認された．アンケート結果から，「時間を短

縮または延長したいか」と「議論満足度」の間に有意

差が見られた．対話分析システム [5]から収集した「グ
ループの発言率と無音率の累積値」とアンケート結果

の「議論満足度」の間に有意差が見られた．「グループ

の発言率と無音率の累積値」は発言の重複により 100%
を超えるため，グループ内での活発な議論が個人の「議

論満足度」に影響していることが示唆された．

4.3 考察

ディスカッションの議論特徴量の推移を，10秒，20
秒，30秒，60秒毎に分析した．単位時間幅が短いほど，
短時間での散発的な発言による影響を受けやすい．単

位時間幅が長いほど，単位時間に占める発言 1回あた
りの割合が減少する．実験の観察結果に基づいて，探

索的に 20秒毎 1分間の議論特徴量を基準値として用
いた．

ディスカッション中の投票結果で，9分経過時点で
グループの過半数が発言意欲ありと投票したのは 1グ
ループのみだった．この 1グループを議論時間を短縮
する必要のないグループとして除外し，残り 4グルー
プの議論特徴量の推移を分析した．発言意欲の減衰傾

向は 6分と 9分の投票の間で強く現れていたことから，
この間のグループ毎の「無音率」と「無音率と学習者

全体の発言率の累積値」を 20秒毎に分析した．「無音

率」の偏差値 40の値として 40%，「無音率と学習者全体
の発言率の累積値」の中央値の値として 107%を得た．
この値から，「無音率」が 40%を超え，かつ，「無音率と
学習者全体の発言率の累積値」が，107%未満の議論が
20秒毎に 1分間続いた場合に議論を終了すると仮定し，
実験と照らし合わせた．6分から 9分の間で，実際に
終了が仮定されたグループは 2グループであった．残
りの 2グループについては，「時間を短縮または延長し
たいか」のアンケート結果が 5段階中 3以上であった
ため，終了が仮定されなかったものの妥当であると考

えた．

5 おわりに

本研究では，ディスカッションの時間経過に伴う発

言意欲を調査し，議論特徴量から議論終了が可能であ

るかを分析した．

今後は，議論の終了時間を調整するアルゴリズムを

用いた対話分析システムの有用性と閾値の妥当性を，評

価実験を通して明らかにする．
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